
平成２１年度科学技術関係予算案について 
 

平成２０年１２月２６日 

内閣府(科学技術政策・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担当) 

１．科学技術関係予算案の速報値    

      （単位：億円）

    

平成２０年度

当初予算 

① 

平成２１年度

当初予算案

② 

対前年度増減

（増減率％） 

②－① 

平成２０年度 

補正予算 

(一次及び二

次案の計) 

③ 

補正予算を含

めた対前年度

増減 

（増減率％） 

②＋③－① 

-207 1,851 
一般会計中の科学技術関係予算 30,398 30,191 2,058 

(-0.7%) (6.1%) 

  149 739 

  
科学技術振興費 13,628 13,777

(1.1%) 
590 

(5.4%) 

  -356 1,112 

  
その他の経費 16,770 16,414

(-2.1%) 
1,468 

(6.6%) 

200 541 
特別会計中の科学技術関係予算 5,157 5,357 341 

(3.9%) (10.5%) 

-7 2,393 
科学技術関係予算の総額 35,555 35,548 2,400 

(-0.0%) (6.7%) 
 

注）各府省から提出されたデータを基に内閣府で集計したもの。数値は速報値であり、今後の精査により変更があり得る。 

  各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

  社会資本整備特別会計（道路整備勘定）については、除いてとりまとめたものである。 

 

(1) 平成 21 年度予算案 

○科学技術関係予算全体は 3兆 5,548 億円であり、厳しい財政状況の中、前年

並みの数値となっている。 

○科学技術関係予算の中心的経費である科学技術振興費は対前年度比+1.1％

であり、20 年度補正予算(一次及び二次案の計)を含めると、20 年度当初予

算に対する伸率は、+5.4％。 

○優先度判定等の結果は適切に反映（財務省公表資料より） 

金額シェア Ｓ判定 Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 

要求 4％ 45％ 49％ 2％ 

政府案 9％ 57％ 35％ 0％ 

 

 (2) 平成 20 年度補正予算 

○平成 20 年度補正予算（一次及び二次案の計）においては、2,400 億円の科

学技術関係予算を確保。うち、科学技術振興費は 590 億円（一次補正予算

334 億円、二次補正予算案 257 億円） 
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２．主要事項の概要      (カッコ内は昨年度予算額) 

 

(1) 最重要政策課題関連施策への重点化の推進 

＊最重要政策課題 

最重要政策課題全体の予算額は平成２０年度比 14.5％増 

○革新的技術（２３技術について集計）       計 523 億円 (405 億円) 

○環境エネルギー技術         計 1,629 億円 (1,408 億円) 

○科学技術外交          計 467 億円 (450 億円) 

○科学技術による地域活性化        計 693 億円 (622 億円) 

○社会還元加速プロジェクト        計 195 億円 (166 億円) 

※優先度判定等対象施策を基本として集計    

2 

   

◇革新的技術推進費（科学技術振興調整費の一部）       60 億円 

◇大挑戦研究枠（科学研究費補助金等に設定）       161 億円 

◇健康研究の府省一体的な推進        121 億円  

 

(2) 戦略重点科学技術（国家基幹技術を含む） 

4,677 億円（4,419 億円）、＋5.8％であり、「選択と集中」による戦略的重点化 

※各府省から提出されたデータを基に内閣府で集計したもの。数値は速報値であり、今後の精査により変更があり得る。 

 
 
参考  

  

・新規施策 Ｓ,Ａの施策の例 
 S   革新型蓄電池先端科学基礎研究事業 <環境>     30 億円 （経産省）  

 A   知的クラスター創成事業（グローバル拠点育成型）  14 億円 （文科省）  

 A   海洋環境イニシアチブ <環境>          8 億円 （国交省） 

 A   消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発 <環境> 7 億円（総務省）  

 

・継続施策 加速施策の例  
 ・組織的な大学院教育改革推進プログラム       57 億円（文科省） 

 ・地球規模課題対応国際科学技術協力 <外交>      44 億円（外務省、文科省） 

 ・循環型社会形成推進科学研究費補助金 <革新、環境>      18 億円（環境省） 
  

 注）最重要政策課題に登録された施策について、革新的技術は<革新>、環境エネルギー技術は<環境>、 

     科学技術外交は<外交>と記載 

 

 



平成２１年度
 

科学技術関係予算（案）
 

【府省庁別内訳】
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（注）各府省から提出されたデータを基に内閣府が集計したもの。数値は速報値であり、今後の精査により変更する場合がある。
各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。
社会資本整備特別会計（道路整備勘定）については、除いてとりまとめたものである。

金額単位：百万円

一般会計
うち

科学技術
振興費

特別会計 計 一般会計
うち

科学技術
振興費

特別会計 計

 国会 1,155 1,108 0 1,155 1,126 1,108 0 1,126 -28 (-2.5%) 0 (-)

 内閣官房 63,774 0 0 63,774 64,264 0 0 64,264 491 (0.8%) 0 (-)

 内閣府 18,141 14,520 0 18,141 18,027 14,620 0 18,027 -114 (-0.6%) 100 (0.7%)

 警察庁 2,448 2,141 0 2,448 2,400 2,134 0 2,400 -48 (-2.0%) -6 (-0.3%)

 総務省 66,634 49,243 4,200 70,834 68,268 48,168 2,600 70,868 34 (0.0%) -1,075 (-2.2%)

 法務省 6,327 0 0 6,327 6,350 0 0 6,350 23 (0.4%) 0 (-)

 外務省 11,934 0 0 11,934 12,627 0 0 12,627 692 (5.8%) 0 (-)

 財務省 1,504 1,171 0 1,504 1,470 1,142 0 1,470 -34 (-2.3%) -29 (-2.5%)

 文部科学省 2,170,811 861,864 147,407 2,318,218 2,194,768 875,392 146,576 2,341,343 23,125 (1.0%) 13,528 (1.6%)

 厚生労働省 114,969 113,530 21,455 136,424 115,870 114,530 19,211 135,081 -1,343 (-1.0%) 1,000 (0.9%)

 農林水産省 130,185 118,704 1,400 131,585 134,114 118,650 900 135,014 3,429 (2.6%) -54 (0.0%)

 経済産業省 190,586 147,696 322,128 512,714 185,649 148,673 345,905 531,554 18,840 (3.7%) 976 (0.7%)

 国土交通省 52,471 31,769 10,792 63,263 56,939 31,979 10,981 67,920 4,656 (7.4%) 210 (0.7%)

 環境省 24,750 21,033 8,327 33,076 25,465 21,263 9,545 35,010 1,933 (5.8%) 231 (1.1%)

 防衛省 184,088 0 0 184,088 131,745 0 0 131,745 -52,343 (-28.4%) 0 (-)

 計 3,039,777 1,362,778 515,709 3,555,485 3,019,081 1,377,658 535,717 3,554,798 -688 (-0.0%) 14,880 (1.1%)

対前年度
増減額

対前年度
増減率

科学技術振興費
平成21年度予算案

対前年度
増減額

対前年度
増減率

科学技術関係予算全体
平成20年度予算額

前年度との比較



平成２１年度
 

科学技術関係予算（案）の構成
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施設整備費補助金
私学助成等

施設整備費補助金
その他補助金等

経済産業省
15.0%

厚生労働省
3.8%

農林水産省
3.8%

防衛省
3.7%

総務省
2.0%

その他
1.2%

環境省
1.0%

内閣官房
1.8%

国土交通省
1.9%

文部科学省
65.9%

総額
35，548億円

総額
35，548億円

内局等
12，088億円

独立行政法人
11,277億円

うち運営費交付金
10,259億円

うち運営費交付金
9,958億円

大学等
12,183億円

国会
内閣府
警察庁
法務省
外務省
財務省

【府省庁別割合】 【機関別割合】

（注）各府省から提出されたデータを基に内閣府が集計したもの。数値は速報値であり、今後の精査により変更する場合がある。
社会資本整備特別会計（道路整備勘定）については、除いてとりまとめたものである。
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